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１. はじめに

2018 年 6 月 18 日 7 時 58 分頃に発生した大阪府北

部を震源とする地震において，大阪モノレール沿線

では最大震度 6 弱の揺れを観測した．この地震によ

り営業運行中であった全 18 列車を緊急停止し，即座

に運転指令において通電・通信状況や各列車の被災

状況等を確認し，発災から約 1 時間後の 8 時 50 分に

は駅間で停止していた 10列車を最徐行で最寄駅まで

移動し乗客の避難を完了させた．しかし，発災後の

施設点検は，駅で停車中の車両が障害となり点検完

了までに長期間を要することとなった．

地震により緊急停止した車両を安全に最寄駅まで

移動させ，さらに，駅停車中の車両を速やかに車庫

に回送させて効率的に施設点検を行うためには，被

災している可能性の高い施設の特定とその被災状態

を推定できることが重要である．

大阪モノレール株式会社では，地震時のソフト対

策として，被災している可能性の高い箇所のスクリ

ーニングを行い，最寄駅までの移動判断や点検の初

動判断・重点化などを支援し，乗客の安全確保と早

期の営業運行再開に寄与する地震被災度推定システ

ムの構築を進めている．本稿ではその取組みを紹介

する．

２. 地震被災度推定システムの概要

今回新規に構築する地震被災度推定システムは図

-1に示すとおり，即時性重視と推定精度重視の 2 つの

軸に分けて被災度を推定し，活用目的を達成できる運

用とする．具体的には，まず第 1 報として，地震発生

から数分以内を目指して支柱のみの被災度を推定し，

地震発生後の列車の移動判断（最寄駅までの移動，車

庫への回送）および点検の初動判断（点検最優先区間

の判断，工作車の出庫判断）の支援に活用する．そし

て第 2 報として，地震発生から数 10 分程度を目指し

て支柱，支承およびモノレール車両の被災度を推定し，

点検の重点化（点検優先順位の設定，損傷の程度に応
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図-1 地震被災度推定システムフロー
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じた点検の実施）に活用する．

３. 第 1報の地震被災度推定方法

大阪モノレールの支柱は 1,200 基程度であり，全支柱の耐震情

報がある．そこで，予め複数の地震波形を用いた支柱の非線形動

的解析を行い，支柱ごとに弾性領域と塑性領域に留まる地震強度

を設定しておき，各支柱位置において推定された地震強度から損

傷状態を評価する．ここで，地震強度は Housner が提案する SI 値

を採用するが，速度スペクトルの積分範囲は支柱の固有周期帯を

分析のうえ設定する．図-3に支柱の耐震状態を示すが，弾性限界

SI 値とは支柱の降伏耐力に到達する SI 値，終局限界 SI 値とは支

柱の地震時変形が終局変位に到達する SI 値とす

る．SI 値の設定方法は図-4に示すとおりである．

各支柱位置の SI 値は，地震計位置の地震強度

SI 値を用いてクリギング法により推定する．

４. 第 2報の地震被災度推定方法

第 2 報では，支柱・桁，車両で構成する 2 次

元非線形解析モデルの動的解析を実施し，支柱，

支承および車両の被災度を推定する．車両の地

震時挙動は，台車および車体の重心位置間に線

形ばね要素を設けて再現する．図-5 に第 2 報の

地震発生から被災度算出までのフローを示す．

全支柱で動的解析を実施するためには全支柱に

入力する地震波を設定する必要があるが，全支

柱位置に地震計を設置することは現実的でない．

そこで，大阪府北部地震の波形記録を用いた地

盤応答解析検討において距離減衰補正を行った

地震波を用いることで任意地点の地震強度を概

ね再現できることを確認したことから，大阪モ

ノレールが保有する地震計から得られた地震波

に対して震央からの距離減衰率を乗じて各支柱

位置の地震波とし，これを解析モデルに入力す

ることで被災度評価を行う．

５. 今後の取り組み

今後はシステムを構築し，大阪府北部地震に

おいて観測された地震波を用いた試算を行うこ

とで，被災度推定の妥当性や被災度評価の有用

性を検証しつつ整備していきたい．
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図-3 第 1報の被災度評価概念図
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の 24 波で考えるが，結果のばらつきを考慮し，

支柱の地盤種別に応じた地震波形のみを対象と

することも今後検討する．
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●SI 値を求める際の周期帯は，大阪モノレール構造

物の固有周期の範囲を検討のうえで設定する．
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図-4 弾性限界および終局限界SI 値設定フロー
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図-5 第 2 報 非線形時刻歴応答解析の概要
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